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（平成 26 年地方公務員給与実態調査）
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区分 標準的な
職務内容 職員数 構成比

１級 主事・技師 9人 10.8％

２級 主事・技師 1人 1.2％

３級 主査 9人 10.8％

４級 係長・主任 36 人 43.4％

５級 課長補佐 14 人 16.9％

６級 課長 14 人 16.9％

◆
級
別
の
職
員
数
（
一
般
行
政
職
）

　

平
成
25
年
４
月
１
日
現
在

区　　分 平成 26 年 平成 25 年 増減 増減理由
一般行政部門
議　　会 2人 2人 －

総　　務 24 人 23 人 1
企画、計画部門の業務増による配置
（1）

税　　務 6人 7人 ▲ 1 税務業務の事務統合縮小（▲ 1）

民　　生 15 人 16 人 ▲ 1 民生業務の統合縮小（▲ 1）

衛　　生 9人 9人 －
労　　働 － － －
農林水産 12 人 12 人 －
商　　工 4人 4人 －

土　　木 6人 7人 ▲ 1 運転技師の欠員不補充（▲ 1）

計 78 人 80 人 ▲ 2
特別行政部門
教　　育 16 人 16 人 －

公営企業等会計
水　　道 3人 3人 －
下  水  道 2 人 2人 －
そ  の  他 12 人 13 人 ▲ 1 介護技師の欠員不補充（▲ 1）
計 17 人 18 人 ▲ 1

合　　計 111 人 114 人 ▲ 3

※職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づく一般職に属する職員数であり、教育長を含む。
※一般会計職員のうち、国民健康保険事業職員（2人）及び介護保険事業職員（2人）は公営
　企業等会計（その他）の区分に分類。

◆職員数・職員数の増減の状況（平成 26 年 4月 1日現在：地方公共団体定員管理調査）

※給料及び各種手当（寒冷地手当、期末手当、勤勉手当を除く）の「支給職員数」の欄には、給料及び各種手当を平成 26
　年 4月分として、  本来支給すべき職員数（ただし、時間外勤務手当、日直手当、管理職員特別勤務手当及び夜間勤務手
　当については、4月実働職員数）としている。
※寒冷地手当、期末手当、勤勉手当の「支給職員数」の欄には、寒冷地手当にあっては、平成 26 年 3 月 1日に在職する
　支給実職員数を、期末手当、勤勉手当にあっては、平成 25 年 12 月 1日に在職する支給実職員数としている。
※期末手当、勤勉手当の役職加算については、平成 17 年度から支給を停止していたが、平成 24 年度から支給を再開した。
※「1人当たり支給額」の欄には、平成 26 年 4月分として支給すべき給料及び各種手当の支給総額のそれぞれについて、
　当該支給総額に対応する「支給職員数」の欄に記載されている職員数で除して得た額としている。
※時間外勤務手当、日直手当、管理職員特別勤務手当及び夜間勤務手当の支給総額にあっては 4月実働支給総額とし、寒
　冷地手当、期末手当及び勤勉手当の支給総額にあっては、平成 25 年度実支給年額としている。
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扶養手当　　支給職員数 54 人　
　　　　　　1人当たり支給月額 19,000 円
○配偶者　月額 13,000 円
○配偶者以外の扶養親族 1人につき月額 6,500 円
　（職員に配偶者がいない場合 1人目に月額 11,000 円）
○満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末までの子がい
　る場合の加算額 1人につき月額 5,000 円
住居手当　支給職員数 56 人
　　　　　1人当たり支給月額 7,400 円
○家賃、間代を月額 12,000 円以上支払っている職員に対
　し、家賃の額に応じ支給する。（ただし、職員住宅の入
　居者は除く）支給限度額 27,000 円
○自ら住宅を新築、購入した職員に対し、月額 5,000 円
　を支給する。
通勤手当　支給職員数 11 人
　　　　　1人当たり支給月額 5,400 円
○交通機関利用者
　運賃等の額に応じ支給　最高限度額　55,000 円
○自動車等使用者
　通勤距離に応じ月額 2,000 円～ 24,500 円
管理職手当　支給職員数 31 人
　　　　　　1人当たり支給月額 36,300 円
○管理・監督の地位にある職員に支給する
　課長職　給料月額の 8％
　課長補佐職　給料月額の 6％

日直手当　支給職員数 11 人
　　　　　1人当たり支給月額 4,200 円
○週休日又は休日に日直の勤務を命ぜられた職員に支給
　する
管理職員特別勤務手当　支給職員数 2人
　　　　　　　　　　　1人当たり支給月額 9,800 円
○週休日又は休日に勤務した管理職手当の支給を受ける
　職員に支給する
夜間勤務手当　支給職員数 0人
　　　　　　　1人当たり支給月額 0円
○正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午前 5時
　までの間に勤務する職員に支給する
寒冷地手当　支給職員数 112 人
　　　　　　1人当たり支給年額 97,300 円
○世帯区分に応じて 11 月から翌年の 3月までの間に支
　給する（扶養親族のある世帯・扶養親族のいない世帯・
　その他職員）
期末手当　支給職員数 112 人
　　　　　1人当たり支給額 1,006,400 円
○支給割合　6月期　1.225 月分　　12 月期　1.375 月分
　　　　　　計 2.600 月分
勤勉手当　支給職員数 112 人
　　　　　1人当たり支給額 521,100 円
○支給割合　6月期　0.675 月分   　 12 月期　0.675 月分
　　　　　　計 1.350 月分
■期末・勤勉手当の役職加算　
　3級　5/100　　4・5級　10/100　　6級　15/100

◆職員に対する手当の状況（平成 25 年 4月 1日現在）

時間外勤務手当　支給職員数 30 人
　　　　　　　　1人当たり支給月額 25,900 円
○正規の勤務時間を超えて勤務した場合に支給する
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区分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額 344,300 円 351,600 円

平均給与月額 374,400 円 441,900 円

平均年齢 44 歳 10 月 57 歳 1月

初任給

　大学卒 172,200 円 172,200 円

　高校卒 140,100 円 140,100 円

◆職員の平均給料月額、平均年齢及び初任給の
　状況（平成 26 年 4月 1日現在）

（平成 26 年度地方公務員給与実態調査）

※平均給料月額とは、基本給の平均をいいます。
※平均給与月額とは、給料及び職員手当（期末・
　勤勉手当、寒冷地手当、退職手当を除く）の
　合計額をいいます。
※初任給は、一般行政職の試験採用の場合によ
　ります。

区　分
支給月額

備考
現行 削減措置時 削減措置前

給
料

町　長 750,000 円 700,000 円 800,000 円

削
減
措
置
期
間
Ｈ
17
・
４
〜
Ｈ
26
・
３

副町長 605,000 円 564,000 円 645,000 円

教育長 540,000 円 503,000 円 575,000 円

報
酬

議　長 275,000 円 261,000 円 290,000 円

副議長 225,000 円 211,000 円 235,000 円

常任委員長
運営委員長

205,000 円 193,000 円 215,000 円

議　員 185,000 円 175,000 円 195,000 円

区
分

管理職手当 住居手当
（自己所有：当分の間削減）現行 削減措置時

一
般
職

課長職 10％ 課長職 10％ 措置後（現行）月額 5,000 円
補佐職　8％ 補佐職　8％ 措置前 月額 8,000 円

◆職員の給与削減のための特例措置の状況（平成26年4月1日現在）

経験年数
一般行政職 技能労務職

大学卒 高校卒 高校卒

10 年以上 15 年未満 271,200 円 － －

15 年以上 20 年未満 334,300 円 290,100 円 －

20 年以上 25 年未満 362,100 円 326,200 円 －

25 年以上 30 年未満 390,100 円 357,900 円 －

30 年以上 35 年未満 412,800 円 390,700 円 －

35 年以上 － 405,000 円 351,600 円

◆学歴別及び経験年数別の職員の平均給料月額
　（平成 25 年 4月 1日現在）

（平成 26 年度地方公務員給与実態調査）

職員の給与の状況
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他
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条
件
の
状
況

◆営利企業などの従事の許可の件数（平成 24 年度）
○営利を目的とする会社その他の団体の役員等を兼ねる場合　　０件
○自ら営利を目的とする私企業を営む場合　　０件
○報酬を得て事業又は事務に従事する場合（統計調査等）　　12 件

職員の服務の状況（平成 25 年度）

職員の分限及び懲戒処分の状況

処分事由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職

法令に違反した場合 第 29 条第 1項第 1号 0人 0人 0人 0人
職務上の義務に反し、又は職務を怠っ
た場合

第 29 条第 1項第 2号 0人 0人 0人 0人

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

第 29 条第 1項第 3号 0人 0人 0人 0人

◆職員の懲戒の件数 ( 平成 25 年度）

処分事由 地方公務員法 降任 免職 休職 降給

勤務成績が良くない場合 第 28 条第 1項第 1号 0人 0人 0人 0人

心身の故障の場合
第 28 条第 1項第 2号
及び同条第 2項第 1号

0人 0人 0人 0人

職に必要な適格性を欠く場合 第 28 条第 1項第 3号 0人 0人 0人 0人
職制若しくは定数の改廃又は予算の減
少により廃職又は過員を生じた場合

第 28 条第 1項第 4号 0人 0人 0人 0人

刑事事件に関し起訴された場合 第 28 条第 2項第 2号 0人 0人 0人 0人

条例に定める事由による場合 第 27 条第 2項 0人 0人 0人 0人

地方公務員法第 28 条第 4項により失職した者 0人 0人 0人 0人

◆職員の分限の件数 ( 平成 25 年度）

オ
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８
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８
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○
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２
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８
月
29
日
）

北
海
道
市
町
村
職
員
研
修
セ
ン
タ
ー

○
地
方
自
治
法
研
修
（
札
幌
市
）

　

２
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３
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（
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〜
11
月
２
日
）
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◆
職
員
の
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修
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実
施
状
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（
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成
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年
度
）

自
治
大
学
校

○
自
治
大
学
校
研
修
（
東
京
都
）

　

１
人
（
７
月
２
日
〜
７
月
25
日
）

職員の福祉及び利益の保護の状況

健康診断の種類 実施期間 受診者数

一般検診 平成 26 年 1月～ 3月 16 人

腰痛検査 平成 25 年 9月、10 月 13 人

総合検診（人間ドック）平成 25 年 4月～平成 26 年 3月まで 98 人

◆職員の厚生制度の状況（平成 25 年度）
①職員の保健に関すること（健康診断の実施状況）

②職員の元気回復に関すること　　未実施
③その他職員の厚生に関すること　未実施
※本表は、地方公務員法第 42 条の規定に基づく職員の厚生制度の状況
◆職員互助団体への助成状況
　佐呂間町役場職員親睦会　助成無し
◆職員公務災害補償の状況
公務災害
○職務遂行中の負傷　0件　　○出張中の負傷　0件
○職務に伴う合理的又は準備・後始末中の負傷　0件
○レクリエーション参加中の負傷　0件
○その他の行為中の負傷　0件
通勤災害（通退勤途上中の負傷）　0件

平成 25 年 4月～平成 26 年 3月
措置要求件数　0件

平成 25 年 4月～平成 26 年 3月
不服申立件数　0件

平成 25 年 4月～平成 26 年 3月
苦情処理の件数　0件

苦情処理の状況
勤務条件に関する措置の要
求の状況

不利益処分についての不服
申立ての状況


